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改善報告書 

 

令和３年７月２６日 

 

１．大学名：秋田看護福祉大学 

 

２．認証評価実施年度：平成３０年度 

 

３．「改善を要する点」の内容 

基準項目：４－１ 

○学則及び教授会運営規程において校務に関する最終的な決定権が理事長にあると規定

していることから、学校教育法の趣旨に鑑み、学長を中心とした教学マネジメントの

機能性を担保するため、実態に即して校務に関する決定権者が学長であることを明確

にするよう改善が必要である。 

 

４．改善状況及び結果 

 基準項目４－１について 

  私立学校においては、経営の主体は法人格を有する学校法人であり、したがって、入

学者である生徒や学生との入学契約を締結する主体は、その設置した学校ではなく、学

校法人自体である。すなわち、入学契約は、学校法人と入学者との間の契約になる。 

  ところで、学校法人を代表するのは、理事長(私立学校法第３７条)であり、学長では

ない。すなわち、理事長の行為のみが法人の行為とされるのであって、単に学長は、理

事長の指揮命令を受ける学校法人との雇用契約に基づく被用者に他ならないのである。

もし学長が、入学契約を締結するとすれば、学長は学校法人の代表者ではなく代表権を

有していないから、理事長から代理権を授与される必要がある。 

  また、学校教育法自体は学校教育に関する一般法であり、学校法人については、学校

教育法の特別法である私立学校法が、一般法である学校教育法よりも優先的に適用され

る。 

  理事長は、私立学校法第３７条第１項によれば、学校法人の業務(教務)を総理するこ

とになっており、国立大学法人等と違って、当然に、学長には校務に関する決定権はな

い。 

  評価報告書では、校務に関する決定権者が学長とあるが、それは明らかな誤りである。 

  なお、私立学校においては、業務に対する最終決定権は、理事会にある(私立学校法第

３６条第２項)。 

  よって、本学の教学マネジメントは、適切に機能している。 

 

５．エビデンス（根拠資料）一覧 

 基準項目４－１の資料 

  ・なし 
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改善報告書 

 

令和３年７月２６日 

 

１．大学名：秋田看護福祉大学 

 

２．認証評価実施年度：平成３０年度 

 

３．「改善を要する点」の内容 

基準項目：４－４ 

○平成19(2007)年 2月に文部科学省から通知された「研究機関における公的研究費の管

理・監査のガイドライン」に基づき、公的研究費に関する諸規則を整備の上、管理体

制を構築するよう改善が必要である。 

 

４．改善状況及び結果 

 基準項目４－４について 

  令和元年６月５日に｢秋田看護福祉大学における研究活動上の不正行為の防止及び対

応に関する要綱｣を制定し、この要綱に基づき管理体制の構築を行なった。毎年、全教職

員を対象に研究倫理・コンプライアンス教育を実施しており、従来から制定されていた

｢秋田看護福祉大学科研費取扱要領｣を含め、周知徹底・意識向上を図っている。｢研究倫

理・コンプライアンス教育｣は、令和元年度は7回、令和2年度は6回開催しており、対

象者は全員出席した。出席者の理解度を常に確認し、理解度が不足していると思われる

場合は、再度、説明することになるが、今までそのようなことはなく、今後も内容の充

実を図っていきたい。なお、同要綱は本学ホームページにも掲載している。 

以上の対応により、適切に機能しており、問題は発生していない。 

   

 

５．エビデンス（根拠資料）一覧 

 基準項目４－４の資料 

  ・秋田看護福祉大学における研究活動上の不正行為の防止及び対応に関する要綱 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



秋田看護福祉大学 

1 

改善報告書 

 

令和３年７月２６日 

 

１．大学名：秋田看護福祉大学 

 

２．認証評価実施年度：平成３０年度 

 

３．「改善を要する点」の内容 

基準項目：６－３ 

○大学の校務に関する決定権が理事長にあり、本来は校務の決定権を持つ学長と理事長

とのガバナンス体制と相互のチェック機能が不明瞭なため、学長の権限等を規則上で

明確にし、内部質保証がより機能するよう改善を要する。 

 

４．改善状況及び結果 

 基準項目６－３について 

  私立学校においては、経営の主体は法人格を有する学校法人であり、したがって、入

学者である生徒や学生との入学契約を締結する主体は、その設置した学校ではなく、学

校法人自体である。すなわち、入学契約は、学校法人と入学者との間の契約になる。 

  ところで、学校法人を代表するのは、理事長(私立学校法第３７条)であり、学長では

ない。すなわち、理事長の行為のみが法人の行為とされるのであって、単に学長は、理

事長の指揮命令を受ける学校法人との雇用契約に基づく被用者に他ならないのである。 

  学長は、学校法人の代表者ではないから、学校法人の業務の一部である秋田看護福祉

大学の教務についてのみ、理事長から代理権を授与されている。 

  代理権の授与については契約自由の原則(方式の自由)により、書面(規則等)を必要と

しない。 

  なお、学長の職務と権限については、｢学校法人ノースアジア大学組織規程｣第１８条

１項に｢理事長の命を受けて、校務をつかさどり所属職員を統督する｣と明確に明示され

ている。 

  理事長は本法人組織規程に基づき、学長が秋田看護福祉大学の校務について適切に運

用しているかどうかを、朝会等の口頭による報告と文書による決裁を通して細目にチェ

ックしており、必要に応じて学長に指示する体制が構築されている。 

  ガバナンスという点においては、理事長は理事会の指揮監督を受ける。理事長は理事

会によって任命され、理事会の業務執行決定を受け、その執行をする。 

  また、理事長は、業務執行についても監事の監査を受けるだけではなく、本学では外

部公認会計士 3名によって、のべ年 100 日間にも及ぶ会計・業務監査を受けている。加

えて、仮に理事長に違法ないし不当な業務執行があれば、評議員会が、その事実を理事

長に対する監査監督機関である理事会または監事に通報するなど監視機能をはたしてい

る。 

よって、ガバナンス体制とチェック機能は何ら問題なく、適切に内部質保証が機能し
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ている。 

  

５．エビデンス（根拠資料）一覧 

 基準項目６－３の資料 

  ・なし 

   

 

 


























